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ジェンダーギャップ解消に向けた 

東京大学公共政策大学院と東北大学大学院経済学研究科および損保ジャパン 

との共同研究開始 

 

国立大学法人東京大学 公共政策大学院（院長：川口 大司、以下「東京大学公共政策大

学院」）と国立大学法人 東北大学大学院経済学研究科（研究科長：川端 望、以下「東北

大学経済学研究科」）および損害保険ジャパン株式会社（代表取締役社長：石川 耕治、以

下「損保ジャパン」）は、共同研究契約を締結し、“女性のキャリア形成における障壁を理

解するための研究”を開始しました。本研究では、損保ジャパンが保有する人事データを

もとに、女性管理職割合が依然として低い原因など、日本においてジェンダーギャップを

生み出す根本的な原因と、介入の効果等を分析・理解することで、日本企業におけるジェ

ンダーギャップに関する課題解決に寄与することを目指します。 

 

１．背景 

日本では男女の管理職の割合に大きな差がみられます。厚生労働省の「令和５年度雇用

均等基本調査」によると、女性が課長相当職以上の管理職に占める割合は１２．７％と 、 

諸外国では女性管理職の割合が３０％程度を占める国も多いなか 、国際的に見ても低い水

準となっています。 世界経済フォーラムが公表するジェンダーギャップ指数においても、 

２０２２年：１１６位、２０２３年：１２５位 、２０２４年：１１８位と世界的に大きく

後れを取っています。こうしたジェンダーギャップの解消は、女性の潜在能力を最大限に

引き出すことで、多様性を広げ、生産性の向上につながることが期待されます。 

損保ジャパンは２００３年に日本の金融機関で初となる女性活躍推進部署を設置するな

ど、２０年以上にわたり、ジェンダーギャップ解消に積極的に取り組んできました。その

結果 、「評価業務を受任したチームリーダーの女性比率（２０２３年度までの損保ジャパ

ンにおける管理職の定義）」は１２．３％（２０１６/４/１時点）から２９．３％（２０

２４/４/１時点）と１７％増加しています。しかしながら、役職別女性比率でみると課長

層以上での登用は道半ばの状況にあり、部門によっても差異が生じている状況です。 

 

２．共同研究の概要 

本共同研究は、東京大学公共政策大学院 重岡 仁教授と東北大学経済学研究科矢ケ崎 将

之講師および損保ジャパンが共同で、先進諸国の中でも特に労働市場におけるジェンダー



ギャップが大きい日本の職場環境における、男女間格差を生み出す原因と、それに対する

介入の効果について、ジェンダーギャップの解消に向けて一定の効果をあげている損保ジ

ャパンのデータを用いることで、分析・検証します 。 

 

（１）主な研究テーマ 

・女性管理職登用における障壁 

・男性育休取得の阻害要因 等 

 

（２）期間 

２０２４年９月から２０２７年度末まで（予定） 

 

３．今後について 

本研究で得られた分析結果を基に真因を探ることで、日本企業におけるジェンダーギャ

ップに関する根本的な課題解決に向けた一助となることを目指すとともに、損保ジャパン

においては、本研究成果を活用し、カルチャー変革に向けた行動の加速を目指してまいり

ます。 

 

以上 

 

 

本件に関するお問い合わせ 

東京大学公共政策大学院 研究推進担当 Email: graspp.pr.j@gs.mail.u-tokyo.ac.jp 

東北大学大学院経済学研究科 総務企画係 Email:eco-syomgrp.tohoku.ac.jp 

損害保険ジャパン株式会社カルチャー変革推進部 Email：sdiversity@sompo-japan.co.jp 
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